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はじめに 

 

地方自治体を取り巻く環境は、国と地方を通じる行財政の構造改革のなかで、地方財政の情報把

握や健全化への手法が急速に見直されています。 平成１９年６月には｢地方公共団体の財政の健全

化に関する法律｣が国会で可決・成立し、新しい財政指標が創設され、財政の早期健全化や再生のた

めの新たな基準と対策等が盛り込まれたほか、企業会計の手法を用いた新地方公会計制度導入によ

り、財政状況についてストックとフローの両面から捉えた財務諸表を作成し、情報開示の徹底を図

るなどの取り組みが求められています。 

 

長門市では、平成18 年3 月に「長門市経営改革プラン」を策定し、行政評価の取り組みなどに

より、行財政全般の見直しを推進しています。長門市が更に発展していくためには、市民の皆様と

の連携が必要不可欠であり、財政状況の共有化や透明性を図ることが大切であると考え、企業会計

的手法によるバランスシートと行政コスト計算書を作成しました。 

 

なお、バランスシートと行政コスト計算書の作成にあたっては、平成１２年と平成１３年の２回

にわたって、総務省から「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」が公表さ

れており、この報告書（総務省方式）に従って作成しています。 
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第１編 バランスシート 

１ 作成上の前提条件 

 

（１）作成基準日 

 

作成基準日は平成 20 年３月 31 日とします。ただし、出納整理期間内（４月 1

日から５月 31 日）における収支は、基準日までに終了したものとみなして処理して

います。 

 

 

（２）作成対象 

 

普通会計を対象とします。普通会計は、地方財政全体の分析等に用いられる統計

上の会計であり、総務省の定める基準をもって統一的に再構成したものです。 

長門市では、一般会計と電気通信事業特別会計で「普通会計」を構成しています。 

 

 

（３）作成方法 

 

バランスシートの作成は、総務省版の作成マニュアルに準拠し、総務省の実施す

る地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）データの積み上げ方式とします。 

 

 

（４）基礎数値 

 

電算処理化された昭和４４年以降の決算統計データを基礎数値としています。こ

の決算統計データは、全自治体を通じて統一したデータであるため、自治体間の統

一が図られるとともに、継続的にバランスシートを作成することが可能となります。 

 

 

（５）有形固定資産の評価 

 

決算統計データの普通建設事業費を有形固定資産の取得原価とし、土地を除いて、

地方公営企業法施行規則等を参考として作成された「有形固定資産耐用年数表」の

耐用年数を参考に減価償却を行いました。なお、耐用年数経過後の見積処分価格と

しての残存価格はゼロとしています。 
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２ 平成 19 年度バランスシート 

（１）バランスシート 

 

(単位：千円）

［資産の部］［資産の部］［資産の部］［資産の部］ ［負債の部］［負債の部］［負債の部］［負債の部］

１．有形固定資産 １．固  定  負  債

　（１）総　　務　　費 7,274,612

　（２）民　　生　　費 2,636,917  （１）地     方     債 26,954,169

　（３）衛　　生　　費 3,611,968

　（４）労　　働　　費 25,782  （２）債務負担行為

　（５）農林水産業費 31,016,913 ① 物件の購入等 0

　（６）商　　工　　費 2,530,331 ② 債務保証又は損失補償 0

　（７）土　　木　　費 17,143,141 債務負担行為計 0

　（８）消　　防　　費 608,995

　（９）教　　育　　費 13,549,964  （３）退職給与引当金 4,790,049

　（10）そ　　の　　他 529,850

　　　計 78,928,473  （４）そ    の    他 0

（ うち土地 10,043,799 ）

    固 定 負 債 合 計 31,744,218

    有形固定資産合計 78,928,473

２．投   資   等 ２．流  動  負  債

　（１）投資及び出資金 745,697  （１）翌年度償還予定額 3,392,526

　（２）貸　　　付　　　金 715,057  

　（３）基　　　　　 　　金  （２）翌年度繰上充用金 0

① 特定目的基金 1,165,463

② 土地開発基金 762,049     流 動 負 債 合 計 3,392,526

③ 定額運用基金 4,000

基     金      計 1,931,512

　（４）退職手当組合積立金 0   負    債    合    計  負    債    合    計  負    債    合    計  負    債    合    計 35,136,744

    投  資  等  合  計 3,392,266

３．流  動  資  産

  （１）現   金 ・ 預   金 ［正味資産の部］［正味資産の部］［正味資産の部］［正味資産の部］

① 財政調整基金 826,322

② 減  債  基  金 83,308   １．国  庫  支  出  金 13,812,766

③ 歳  計  現  金 373,490

現金・預金計 1,283,120   ２．都道府県支出金 17,460,592

 （２）未      収      金

① 地     方     税 562,316   ３．一  般  財  源  等 17,831,379

② そ     の     他 75,306

未  収  金  計 637,622

    流 動 資 産 合 計 1,920,742   正  味  資  産  合  計  正  味  資  産  合  計  正  味  資  産  合  計  正  味  資  産  合  計 49,104,737

 資    産    合    計 資    産    合    計 資    産    合    計 資    産    合    計 84,241,481  負 債・正 味 資 産 合 計 負 債・正 味 資 産 合 計 負 債・正 味 資 産 合 計 負 債・正 味 資 産 合 計 84,241,481

※債務負担行為に関する情報 　① 物件の購入等に係るもの 51,781 千円（本表に計上したものを除く）

　② 債務保証又は損失補償に係るもの 42,696 千円（本表に計上したものを除く）

　③ 利子補給等に係るもの 1,020,347 千円

（平成２０年３月３１日現在）

貸　　　　                   　方貸　　　　                   　方貸　　　　                   　方貸　　　　                   　方借　　　　                   　　方借　　　　                   　　方借　　　　                   　　方借　　　　                   　　方
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（２）附属資料 

① 有形固定資産明細表（平成 1９年度） 

 
（ 単 位 ： 千 円 ）

取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 残 存 価 額

A B A － B

総 務 費 1 1 ,0 5 5 ,9 6 3 3 ,7 8 1 ,3 5 1 7 ,2 7 4 ,6 1 2

庁 舎 等 1 ,7 2 0 ,2 0 2 5 4 1 ,9 5 2 1 ,1 7 8 ,2 5 0

そ の 他 9 ,3 3 5 ,7 6 1 3 ,2 3 9 ,3 9 9 6 ,0 9 6 ,3 6 2

民 生 費 4 ,7 4 7 ,0 8 0 2 ,1 1 0 ,1 6 3 2 ,6 3 6 ,9 1 7

保 育 所 2 ,4 0 6 ,8 1 3 8 8 8 ,5 9 2 1 ,5 1 8 ,2 2 1

そ の 他 2 ,3 4 0 ,2 6 7 1 ,2 2 1 ,5 7 1 1 ,1 1 8 ,6 9 6

衛 生 費 7 ,3 1 4 ,3 5 8 3 ,7 0 2 ,3 9 0 3 ,6 1 1 ,9 6 8

清 掃 費 4 ,7 4 3 ,2 9 5 2 ,4 2 1 ,1 4 4 2 ,3 2 2 ,1 5 1

ご み 処 理 4 ,5 2 9 ,8 9 6 2 ,3 2 0 ,3 1 2 2 ,2 0 9 ,5 8 4

し 尿 処 理 6 3 ,3 3 9 6 1 ,7 9 3 1 ,5 4 6

そ の 他 1 5 0 ,0 6 0 3 9 ,0 3 9 1 1 1 ,0 2 1

環 境 衛 生 費 8 1 0 ,8 1 7 5 6 9 ,9 0 5 2 4 0 ,9 1 2

そ の 他 1 ,7 6 0 ,2 4 6 7 1 1 ,3 4 1 1 ,0 4 8 ,9 0 5

労 働 費 1 4 1 ,9 5 9 1 1 6 ,1 7 7 2 5 ,7 8 2

農 林 水 産 業 費 7 4 ,0 6 0 ,5 6 8 4 3 ,0 4 3 ,6 5 5 3 1 ,0 1 6 ,9 1 3

造 林 3 ,5 8 8 ,4 8 2 2 ,0 5 4 ,7 6 2 1 ,5 3 3 ,7 2 0

林 道 5 ,8 7 0 ,0 7 1 4 ,9 5 9 ,5 2 2 9 1 0 ,5 4 9

治 山 3 5 0 ,9 0 0 2 0 8 ,2 1 1 1 4 2 ,6 8 9

砂 防 1 3 3 1 1 4 1 9

漁 港 2 9 ,2 5 9 ,1 9 1 1 0 ,6 4 9 ,6 9 6 1 8 ,6 0 9 ,4 9 5

農 業 農 村 整 備 2 2 ,7 3 6 ,1 5 7 1 7 ,0 2 1 ,3 7 4 5 ,7 1 4 ,7 8 3

海 岸 保 全 2 ,8 3 1 ,0 3 9 1 ,2 8 6 ,0 5 3 1 ,5 4 4 ,9 8 6

そ の 他 9 ,4 2 4 ,5 9 5 6 ,8 6 3 ,9 2 3 2 ,5 6 0 ,6 7 2

商 工 費 5 ,4 3 9 ,5 6 7 2 ,9 0 9 ,2 3 6 2 ,5 3 0 ,3 3 1

国 立 公 園 等 2 4 0 ,2 3 7 1 3 6 ,5 0 2 1 0 3 ,7 3 5

観 光 4 ,2 8 6 ,7 3 5 2 ,1 4 3 ,4 4 3 2 ,1 4 3 ,2 9 2

そ の 他 9 1 2 ,5 9 5 6 2 9 ,2 9 1 2 8 3 ,3 0 4

土 木 費 4 1 ,3 8 8 ,0 4 3 2 4 ,2 4 4 ,9 0 2 1 7 ,1 4 3 ,1 4 1

道 路 2 5 ,2 2 0 ,9 1 6 1 8 ,9 6 3 ,3 4 2 6 ,2 5 7 ,5 7 4

橋 り ょ う 9 0 1 ,6 7 4 1 6 1 ,3 5 0 7 4 0 ,3 2 4

河 川 1 ,1 4 3 ,7 1 3 3 0 8 ,4 6 6 8 3 5 ,2 4 7

砂 防 1 7 8 ,0 2 7 7 4 ,8 1 7 1 0 3 ,2 1 0

海 岸 保 全 0 0 0

港 湾 0 0 0

都 市 計 画 7 ,4 4 6 ,1 9 7 2 ,3 7 7 ,2 0 4 5 ,0 6 8 ,9 9 3

街 路 2 ,5 2 6 ,7 7 7 9 8 0 ,7 2 5 1 ,5 4 6 ,0 5 2

都 市 下 水 路 1 ,9 2 3 1 ,8 7 1 5 2

区 画 整 理 1 ,1 7 3 ,3 2 8 6 4 4 ,0 8 5 5 2 9 ,2 4 3

公 園 3 ,7 2 2 ,5 9 1 7 3 9 ,2 2 5 2 ,9 8 3 ,3 6 6

そ の 他 2 1 ,5 7 8 1 1 ,2 9 8 1 0 ,2 8 0

住 宅 6 ,4 4 7 ,3 8 3 2 ,3 5 0 ,2 7 5 4 ,0 9 7 ,1 0 8

空 港 0 0 0

そ の 他 5 0 ,1 3 3 9 ,4 4 8 4 0 ,6 8 5

消 防 費 2 ,0 9 5 ,0 8 9 1 ,4 8 6 ,0 9 4 6 0 8 ,9 9 5

庁 舎 2 0 9 ,0 8 6 7 3 ,6 1 1 1 3 5 ,4 7 5

そ の 他 1 ,8 8 6 ,0 0 3 1 ,4 1 2 ,4 8 3 4 7 3 ,5 2 0

教 育 費 2 1 ,3 2 9 ,5 4 1 7 ,7 7 9 ,5 7 7 1 3 ,5 4 9 ,9 6 4

小 学 校 8 ,5 0 5 ,3 2 6 3 ,1 3 0 ,6 4 8 5 ,3 7 4 ,6 7 8

中 学 校 5 ,8 0 4 ,4 6 9 2 ,5 4 4 ,1 3 5 3 ,2 6 0 ,3 3 4

高 等 学 校 8 ,7 0 0 6 ,5 1 8 2 ,1 8 2

幼 稚 園 7 8 ,4 3 8 3 1 ,3 1 2 4 7 ,1 2 6

特 殊 学 校 0 0 0

大 学 0 0 0

各 種 学 校 0 0 0

社 会 教 育 3 ,8 0 0 ,2 6 5 1 ,1 7 7 ,9 7 7 2 ,6 2 2 ,2 8 8

そ の 他 3 ,1 3 2 ,3 4 3 8 8 8 ,9 8 7 2 ,2 4 3 ,3 5 6

そ の 他 1 ,2 5 3 ,7 3 8 7 2 3 ,8 8 8 5 2 9 ,8 5 0

合 計 1 6 8 ,8 2 5 ,9 0 6 8 9 ,8 9 7 ,4 3 3 7 8 ,9 2 8 ,4 7 3
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② 国・都道府県支出金算出表（平成 1９年度） 

 
（単 位 ：千 円 ）

償 却 対 象 分 （償 却 後 ） 償 却 対 象 外 合 計

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 国 庫 支 出 金 県 支 出 金 国 庫 支 出 金 県 支 出 金

A B C D A＋ C B＋ D

総 務 費 208,619 326,033 85 194 208,704 326,227

庁 舎 19,547 0 0 0 19,547 0

そ の 他 189,072 326,033 85 194 189,157 326,227

民 生 費 337,268 276,371 0 72 337,268 276,443

保 育 所 226,032 62,502 0 0 226,032 62,502

そ の 他 111,236 213,869 0 72 111,236 213,941

衛 生 費 469,043 76,751 1,655 17 470,698 76,768

清 掃 費 283,304 45,553 18 4 283,322 45,557

ごみ 処 理 240,536 2,785 18 4 240,554 2,789

し尿 処 理 31,974 31,974 0 0 31,974 31,974

そ の 他 10,794 10,794 0 0 10,794 10,794

環 境 衛 生 費 905 900 23 0 928 900

そ の 他 184,834 30,298 1,614 13 186,448 30,311

労 働 費 4,800 0 0 0 4,800 0

農 林 水 産 業 費 6,865,620 15,933,843 133,570 449,041 6,999,190 16,382,884

造 林 0 829,559 0 23,450 0 853,009

林 道 0 351,375 0 52,364 0 403,739

治 山 0 71,699 0 3,868 0 75,567

砂 防 0 0 0 0 0 0

漁 港 6,172,588 7,463,128 49,097 21,801 6,221,685 7,484,929

農 業 農 村 整 備 0 3,259,357 4,975 193,630 4,975 3,452,987

海 岸 保 全 525,092 285,720 41,901 9,462 566,993 295,182

そ の 他 167,940 3,673,005 37,597 144,466 205,537 3,817,471

商 工 費 8,497 115,968 847 241 9,344 116,209

国 立 公 園 等 0 45,158 0 107 0 45,265

観 光 5,331 66,408 0 126 5,331 66,534

そ の 他 3,166 4,402 847 8 4,013 4,410

土 木 費 2,753,752 192,382 830,977 1,160 3,584,729 193,542

道 路 80,893 0 272,642 810 353,535 810

橋 りょう 59,184 0 6,124 0 65,308 0

河 川 157,861 39,455 33,297 71 191,158 39,526

砂 防 4,345 43,070 797 279 5,142 43,349

海 岸 保 全 0 0 0 0 0 0

港 湾 0 0 0 0 0 0

都 市 計 画 887,751 10,305 518,117 0 1,405,868 10,305

街 路 199,622 0 319,172 0 518,794 0

都 市 下 水 路 0 0 0 0 0 0

区 画 整 理 233,766 0 119 0 233,885 0

公 園 451,679 10,305 198,826 0 650,505 10,305

そ の 他 2,684 0 0 0 2,684 0

住 宅 1,563,718 99,552 0 0 1,563,718 99,552

空 港 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

消 防 費 31,296 0 1,300 83 32,596 83

庁 舎 4,472 0 310 0 4,782 0

そ の 他 26,824 0 990 83 27,814 83

教 育 費 2,164,408 88,404 1,029 32 2,165,437 88,436

小 学 校 1,234,747 1,442 0 0 1,234,747 1,442

中 学 校 712,232 1,090 0 0 712,232 1,090

高 等 学 校 0 0 0 0 0 0

幼 稚 園 5,178 0 0 0 5,178 0

特 殊 学 校 0 0 0 0 0 0

大 学 0 0 0 0 0 0

各 種 学 校 0 23,100 0 0 0 23,100

社 会 教 育 110,240 57,100 458 32 110,698 57,132

そ の 他 102,011 5,672 571 0 102,582 5,672

そ の 他 0 0 0 0 0 0

合 計 12,843,303 17,009,752 969,463 450,840 13,812,766 17,460,592
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③ 土地明細表（平成 19年度） 

 

（注１） 昭和４３年度以前の取得財産については、計上していない。 

（注２） 昭和４４年度以降取得の固定資産で、すでに売却等された資産についても、 

減額計上していない。 

 

 

　　　　　　　　（単位：千円）

取得価額

　道路橋りょう 2,172,703

　街路 965,645

　公営住宅 215,410

　小学校 157,925

　中学校 137,808

　その他 6,394,308

　　合計 10,043,799
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３ バランスシートの各項目の解説 

項目 説明 

有形固定資産 

有形固定資産には、土地、建物、構築物、機械装置、備品

など、長期間にわたって行政サービスを提供される資産が該

当し、総務費や民生費といった行政目的別に区分していま

す。また、有形固定資産の評価基準としては、実際に投下し

た税等の資金の運用形態を表す観点から、取得原価主義を

採用しています。 

投資等 

投資等は、投資及び出資金、貸付金及び基金に分類して

示しています。また、基金のうち、流動性の高いもの（財政調

整基金）については、流動資産に分類しています。 

資産の部 

流動資産 

流動資産は、流動性の高い基金である財政調整基金及び

形式収支に相当する歳計現金並びに未収金に分類して示し

ています。 

固定負債 

《地方債》 

バランスシート作成基準日における地方債残高から流動負

債に相当する翌年度に償還を予定している元金を除いた額を

計上しています。 

《債務負担行為》 

PFI 等の手法により整備した資産で、債務負担行為による

債務が残っているが既に物件の引渡しを受けたものについて

は、今後の支払額をもって資産計上し、見返り財源として債

務負担行為を負債科目に計上します。 

また、第三セクター等の損失補償等に係る債務負担行為

について、既に履行すべき額が確定したものについては、見

返り資産がない場合においても負債に計上します。 

※ PFI とは、プライベート・ファイナンス・イニシアティブの略で、公共事業を

より効果的に行うために民間の資金やノウハウを活用することです。 

《退職給与引当金》 

自治体の職員に対しては、その勤務年数に応じて退職金

を支給することが条例で定められています。そこで、年度末に

職員全員が普通退職したと想定し、その要支給額を引当金と

して示しています。 

負債の部 

流動負債 

《翌年度償還予定額》 

翌年度償還予定額は、地方債の年度末残高のうち、翌年

度に償還が予定されている元金を計上しています。 

《翌年度繰上充用金》 

翌年度繰上充用金は、翌年度の収入を繰り上げて当年度

の支払いに充てた額を計上することになります。 

国庫支出金 

都道府県支出金 正味資産の部 

一般財源等 

正味資産は、バランスシート左側（借方）の資産から、右側

（貸方）の負債を差し引いたもので、すでに住民から支払われ

た税金や国・県からの補助金の額を示しています。 
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４ 平成 19 年度バランスシートの分析 

（１）バランスシートの経年比較 

資料１ 

金額 金額割合 金額 金額割合
[資産の部]
１　有形固定資産
　（１）　総務費 7,000,975 100 7,274,612 103.9
　（２）　民生費 2,775,654 100 2,636,917 95.0
　（３）　衛生費 3,759,739 100 3,611,968 96.1
　（４）　労働費 27,032 100 25,782 95.4
　（５）　農林水産業費 31,834,064 100 31,016,913 97.4
　（６）　商工費 2,661,799 100 2,530,331 95.1
　（７）　土木費 17,323,391 100 17,143,141 99.0
　（８）　消防費 622,105 100 608,995 97.9
　（９）　教育費 13,905,836 100 13,549,964 97.4
　（１０）　その他 559,553 100 529,850 94.7
　　　　　　　　計 80,470,148 100 78,928,473 98.1
　　　　（うち土地） 10,033,756 100 10,043,799 100.1
　　有形固定資産合計 80,470,148 100 78,928,473 98.1
２　投資等
　（１）　投資及び出資金 732,256 100 745,697 101.8
　（２）　貸付金 797,649 100 715,057 89.6
　（３）　基金
　　　①　特定目的基金 1,163,506 100 1,165,463 100.2
　　　②　土地開発基金 961,859 100 762,049 79.2
　　　③　定額運用基金 4,000 100 4,000 100.0
　　　　　　　　基金計 2,129,365 100 1,931,512 90.7
　（４）　退職手当組合積立金
　　投資等合計 3,659,270 100 3,392,266 92.7
３　流動資産
　（１）　現金・預金
　　　①　財政調整基金 739,061 100 826,322 111.8
　　　②　減債基金 83,222 100 83,308 100.1
　　　③　歳計現金 349,157 100 373,490 107.0
　　　　　　　　現金・預金計 1,171,440 100 1,283,120 109.5
　（２）　未収金
　　　①　地方税 610,033 100 562,316 92.2
　　　②　その他 71,438 100 75,306 105.4
　　　　　　　　未収金 681,471 100 637,622 93.6
　　流動資産合計 1,852,911 100 1,920,742 103.7
　　資産合計 85,982,329 100 84,241,481 98.0

[負債の部]
１　固定負債
　（１）　地方債 27,696,886 100 26,954,169 97.3
　（２）　債務負担行為
　　　①　物件の購入等 0 0
　　　②　債務保証又は損失補償 0 0
　　　　　　　　　債務負担行為計 0 0
　（３）　退職給与引当金 5,129,035 100 4,790,049 93.4
　　固定負債合計 32,825,921 100 31,744,218 96.7
２　流動負債
　（１）　翌年度償還予定額 2,971,212 100 3,392,526 114.2
　（２）　翌年度繰上充用金 0 0
　　流動負債合計 2,971,212 100 3,392,526 114.2
　　負債合計 35,797,133 100 35,136,744 98.2
[正味資産の部]
１　国庫支出金 14,093,702 100 13,812,766 98.0
２　県支出金 17,861,562 100 17,460,592 97.8
３　一般財源等 18,229,932 100 17,831,379 97.8
　　正味資産合計 50,185,196 100 49,104,737 97.8
　負債・正味資産合計 85,982,329 100 84,241,481 98.0

項　目
平成18年度 平成19年度

（単位：千円、％）
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（２）財政状況の推移 

  平成１９年度の資産合計は８４２億円（前年度比１８億円減少）、負債合計は３５１

億円（同９億円減少）、正味資産合計は 491 億円（同１１億円減少）となっています。 

市民１人当たりにすると、資産２０８万円（同５万円減少）、負債８７万円（同２万

円減少）、正味資産１２１万円（同３万円減少）です。 

 

 

市民１人当たり

で見ると    

 

 

 

         ※ 人口は、平成 20 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口（40,421 人）を使用 

 

（３）資産・負債・正味資産の内訳 

  下の図のように、資産のうち有形固定資産が 93.7％を占めています。 

  負債及び正味資産では、負債が全体の 41.7％、正味資産が 58.3％になっています。 

  正味資産の比率が高いということは、資産について、現在までの世代による負担で

形成し、将来の世代へ引き継ぐものが多いことを意味します。 

                                   資料２ 

資産の構成

投資等
4.0%

有形固定資産
93.7%

流動資産
2.3%

 

負債・正味資産の構成

流動負債
4.0%

固定負債
37.7%正味資産

58.3%

 

市民１人当たり 

負債 

  ８７万円 
資産 

２０８万円 

 
正味資産 

１２１万円 

長 門 市 

負債 

 ３５１億円 
資産 

８４２億円 

 
正味資産 

４９１億円 
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（４）社会資本形成の世代間負担割合 

 

バランスシート上の負債とは、社会資本の形成が地方債や債務負担行為といった

将来の世代に負担させることにより形成された金額を表すものです。この負債を、

有形固定資産合計で除することにより、将来世代による社会資本の負担率を表すこ

とができます。 

社会資本の整備結果を示す有形固定資産のうち、地方債によって財源を充当して

いる割合をみることにより、将来世代によって負担しなければならない割合が分か

ります。この比率が高いほど将来世代の負担が大きくなり、財政の硬直化を招くこ

とになります。 

 

 

資料３ 

 

 

（単位：千円）

平成18年度　B 平成19年度　B 増減　(B-A)

　有形固定資産　　　A 80,470,148 78,928,473 ▲ 1,541,675
　負債（①+②+③）　B 30,668,098 30,346,695 ▲ 321,403

　①　地方債 27,696,886 26,954,169 ▲ 742,717
　②　債務負担行為 0 0 0
　③　翌年度償還予定額 2,971,212 3,392,526 421,314

　将来負債比率　（B/A） 38.1% 38.4% 0.3%

項目

61.9 38.1

61.6 38.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年度

平成19年度

正味資産で整備 地方債・債務負担で整備
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（５）予算額対資産比率 

 

資産合計は、地方公共団体の社会資本の総額を表すことから、歳入合計で除する

ことにより、社会資本形成のために何年分の歳入が充当されたかを見ることができ

ます。この比率により、これまでの団体が資本的支出に重点を置いていたのか、費

用的支出に重点をおいていたかが示されます。 

また、正味資産合計を歳入合計で除することによって、これまでの世代による社

会資本形成（正味資産）は何年分の歳入に該当するか表します。 

 

 

資料４ 

 

　歳入決算額 （A)

　有形固定資産 （B)

　資産合計 （C)

　正味資産 （D)

　予算額対有形固定資産比率 (B/A) 3.56 年 3.83 年 0.27 年

　予算額対資産合計比率 (C/A) 3.80 年 4.08 年 0.28 年

　予算額対正味資産比率 （D/A) 2.22 年 2.38 年 0.16 年

（単位：千円）

▲ 1,080,45950,185,196 49,104,737

▲ 1,987,552

▲ 1,541,675

▲ 1,740,848

増減　(B-A)平成19年度

20,631,683

78,928,473

84,241,481

項目

22,619,235

80,470,148

85,982,329

平成18年度

3.83
3.56

4.08

3.80

2.38
2.22

206226

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

平成18年度 平成19年度

100

120

140

160

180

200

220

240

有形固定資産比率

資産合計比率

正味資産

歳入決算額
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（６）有形固定資産の行政目的別割合 

 

社会資本形成を行政目的別に見ることによって、これまでの社会資本形成はどこ

に重点を置かれてきたのかが明確になります。 

さらには、この社会資本形成割合を基本構想や長期計画等を比較することにより、

現在の団体の位置づけを確認し、そのうえで将来何が必要かといった社会投資判断

に関する羅針盤の役割を果たす指標として使うこともできます。 

 

 

資料５ 

平 成 18年 度 平 成 19年 度
8.70 9.22
3.45 3.34
4.67 4.58

39.56 39.30
3.34 3.24

21.53 21.72
0.77 0.77

17.28 17.17
0.70 0.67

100 100
　そ の 他

計

　商 工 費  ・労 働 費
　土 木 費
　消 防 費
　教 育 費

　総 務 費
　民 生 費
　衛 生 費
　農 林 水 産 業 費

8.70

3.45 4.67

39.56

3.34

21.53

0.77

17.28

0.70

9.22

3.34 4.58

39.30

3.24

21.72

0.77

17.17

0.67

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年度

平成19年度

　総務費 　民生費 　衛生費 　農林水産業費 　商工費 ・労働費

　土木費 　消防費 　教育費 　その他
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（７）その他の財務指標による分析 

 

その他の企業会計的な指標を、自治体の財政状況を判断する上での指標として適

用できるか否かは、民間企業と地方公共団体の目的の違いを考慮して検討する必要

があります。 

 

 

① 正味資産構成比率 

 

資産総額に対する正味資産の割合を示し、民間では「自己資本比率」ともいいま

す。この指標が高いほど、将来返済しなくてもよい財源により固定資産を整備した

割合が大きいことを示しています。 

資料６ 

 

 

② 流動比率 

 

企業における資金繰りの安定性を計る指標であり、短期の負債（流動負債）に対し

て、現金などの手元の資金（流動資産）がどのくらいあるかを見るものです。自治

体の場合は、翌年度の地方債の償還や債務負担の支払額に対し、どのくらいの現金

や換金可能な基金等が用意されているかということになります。 

資料７ 

 

（単位：千 円）

平 成18年度 平成19年 度

　流動資産 合計 (A) 1,852,911 1,920,742

　流動負債 合計 (B) 2,971,212 3,392,526

　流動比率 (A/B) 62.4% 56.6%

項目

（単位：千円）

平成18年度 平成19年度

　正味資産合計 (A) 50,185,196 49,104,737

　負債・正味資産合計 (B) 85,982,329 84,241,481

　正味資産構成比率 (A/B) 58.4% 58.3%

項目

58.4

58.3

56.6

62.4

40

60

80

100

120

平成18年度 平成19年度

正味資産構成比率

流動比率
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③ 有形固定資産の更新資金の手当率 

 

有形固定資産の更新資金の手当率とは、有形固定資産明細表上の減価償却累計額

が、その償却対象となる有形固定資産の取得時から現在時までの使用および時の経

過による価値の下落相当額を表し、保有する有形固定資産の再取得に必要な資金相

当額を示しています。 

 

 

 

資料８ 

 
（注） 手持資金としての「現金・預金」には、固定資産更新目的の基金残高は含まれていません。 

 
 
 

 

（単位：千円）

平成18年度 平成19年度

　現金・預金 (A) 1,171,440 1,283,120

　減価償却累計額 (B) 85,672,959 89,897,433

　更新資金手当率 (A/B) 1.4% 1.4%

項目

1,171 1,283

85,673
89,897

1.4%
1.4%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成18年度 平成19年度

百万円

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

現金・預金 減価償却累計額 更新資金手当率
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第２編 行政コスト計算書 

 

１ 作成上の前提条件 

 

（１）作成年度 

 

平成１９年度の一年間とします。ただし、出納整理期間内（４月 1 日から５月 31

日）における収支は、基準日までに終了したものとみなして処理しています。 

 

 

（２）作成対象 

 

普通会計を対象とします。普通会計は、地方財政全体の分析等に用いられる統計

上の会計であり、総務省の定める基準をもって統一的に再構成したものです。 

長門市では、一般会計と電気通信事業特別会計で「普通会計」を構成しています。 

 

 

（３）作成方法 

 

総務省版の作成マニュアルに基づき、決算統計のデータを使用し、作成します。 

 

 

（４）コスト項目の分類 

 

コスト項目の分類は、コスト分析を容易にするため、行政の分野ごとにその性質

別内訳を示すこととし、目的別経費と性質別経費を合わせたマトリックス（｢行と列｣

で構成された一覧性のある表）で表現しています。 

 

 

 

２ 平成 19 年度行政コスト計算書 

 

  行政コスト計算書は、企業会計の損益計算書に相当するものですが、自治体は営利

を目的としていないので、提供する行政サービスのコストに着目し、「行政コスト計算

書」としています。 

  行政サービスとして、どのような活動を行ったのか、資産の形成につながらないコ

ストに着目し、現金の出納だけでなく減価償却費、退職給与引当金繰入等および不納

欠損額といった非現金支出を加えて計上しています。 

  また、行政活動は、バランスシートで明らかにされる資産・負債等の状況だけでな

く、人的サービスや給付サービスなど資産形成につながらない行政サービスが大きな

比重を占めています。そのため、行政サービス提供のためのコストを明確に把握し、

その効率性を検討する手段として活用することができます。 
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行政コスト計算書 （自 平成 19 年 4 月 1 日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 行政コ スト ］

4,200,493 22.7% 222,430 1,224,533 790,804 266,299 3,629

420,665 2.3% 18,864 168,277 67,067 22,585 308

4,621,158 25.0% 241,294 1,392,810 857,871 288,884 3,937

2,376,266 12.8% 15,073 798,273 156,711 494,028

148,710 0.8% 2,669 1,207 8,339

4,224,474 22.8% 350,507 147,761 206,515 1,250

6,749,450 36.5% 15,073 1,151,449 305,679 708,882 1,250

2,123,734 11.5% 2,102,893 297

1,426,014 7.7% 2,863 254,181 224,763 325,922 13,179

2,454,782 13.3% 1,389,008

6,494,695 35.1% 2,863 279,054 3,760,022 341,959 13,179

41,967 0.2%

0 0.0%

538,345 2.9%

0 0.0% 0 0 0 0 0

69,132 0.4%

649,444 3.5% 0 0 0 0 0

18,514,747 259,230 2,823,313 4,923,572 1,339,725 18,366

1.4% 15.2% 26.6% 7.2% 0.1%

［ 収入項目］

1,285,977 33 497,459 285,459 51,650

6.9% 0.0% 17.6% 5.8% 3.9% 0.0%

1,990,282 400,369 1,202,800 15,676 1,842

10.7% 14.2% 24.4% 1.2% 10.0%

13,277,350

71.7% 　　　　　※　「使用料・手数料等」　・・・　分担金及び負担金、使用料、

16,553,609

1,762,436

18,229,932

▲ 199,851

▲ 398,553
　　　　　※　「調整額」　・・・　定額運用基金（土地開発基金）の錯誤に

17,831,379

（１）人件費

（２）維持補修費

（１）物件費

小計　（人にかかるコスト）

（２）退職給与引当金繰入等

小計　（移転支出的なコスト）

      (他団体等への補助金等)

小計　（物にかかるコスト）

（３）減価償却費

総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

1

2

3

（１）扶助費

（２）補助費等

（３）繰出金

（４）普通建設事業費
15,740490,165 24,8732.6%

３　一般財源　　　　　　　　　　ｄ

ｄ／ａ

4

（１）災害復旧事業費

（２）失業対策事業費

（３）公債費(利子分のみ)

（４）債務負担行為繰入

（５）不納欠損額

　　小計　（その他のコスト）

　　差引　　　　　（e－ａ＋f＋ｇ）
　　一般財源等増減額

６　期末一般財源等

　　収入（ｂ＋ｃ＋ｄ）　　　　　　e

４　正味資産国庫（県）
　　支出金償却額　　　　　　　f

　　調整額　　　　　　　　　　　ｇ

　　　　　※　「一般財源」　・・・　地方税、地方譲与税、利子割交付金、

　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方交付税、交通安全対策特別交付金

43,358

５　期首一般財源等

　　行政コスト　　　　　　　　　　ａ

（構成比率）

１　使用料・手数料等　　　　　ｂ

ｂ／ａ

２　国庫(県)支出金　　　　　　ｃ

ｃ／ａ
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246,052 89,970 234,319 559,423 563,034

20,867 7,630 19,872 47,444 47,751

266,919 97,600 254,191 606,867 610,785 0

80,195 136,316 40,845 54,692 600,133

10,851 3,124 104,784 723 17,013

1,848,443 151,417 1,017,396 61,123 410,359 29,703

1,939,489 290,857 1,163,025 116,538 1,027,505 0 29,703

20,544

364,846 71,228 29,112 35,033 104,887

469,352 30,338 566,084

1,156,516 101,566 655,023 59,082 125,431 0 0

41,967

538,345

0 0 0 0 0 0

69,132

0 0 0 0 0 41,967 538,345 69,132

3,362,924 490,023 2,072,239 782,487 1,763,721 41,967 538,345 29,703 69,132

18.2% 2.6% 11.2% 4.2% 9.5% 0.2% 2.9% 0.2% 0.4%

56,381 72,815 140,423 8,058 172,036 1,663

1.7% 14.9% 6.8% 1.0% 9.8% 4.0% 0.0% 0.0%

234,197 19,399 79,170 11,205 25,624

7.0% 4.0% 3.8% 0.0% 0.6% 61.1% 0.0% 0.0%

手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入　

かかる調整

配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金等、

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

59,827 24,049322,318
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３ 行政コスト計算書の各項目の解説 

 

項目 説明 

人件費 
決算統計の人件費から当該年度の退職手当支払額

を除いた額を計上します。 

人にかかるコスト 

退職給与引当金繰入

額 

当該年度に引当金として新たに繰り入れられたもの

に相当する額を計上します。なお、行政目的別への振

り分けは、決算統計の職員給で按分計算しています。 

物件費 
消耗品や備品の購入、光熱水費、委託業務などに要

する経費です。 

維持補修費 施設などの維持補修に要する経費です。 
物にかかるコスト 

減価償却費 

バランスシートに計上している有形固定資産（土地を

除く。）の当該年度における資産価値の減少額を計上し

ます。 

扶助費 
生活保護や保育所などの運営費、医療費の助成や

各種手当の支給などに要する経費です。 

補助費等 各種団体等への補助金などです。 

繰出金 
国民健康保険特別会計や下水道事業特別会計等に

対する繰出金です。 

移転支出的なコスト 

普通建設事業費（他団

体等への補助金等） 

県営事業負担金などのように、他の団体における資

産形成のために支出した補助金や負担金などです。 

災害復旧事業費 
災害によって被害を受けた施設等の復旧に要した経

費です。 

公債費（利子分のみ） 市債の利子支払額です。 その他のコスト 

不納欠損額 
市税や使用料などの未集金で、不納欠損処理を行っ

た額です。 

使用料・手数料等 

バランスシート上で経理されていない分担金及び負

担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸

収入の現年度調定額を計上しています。 

国庫（県）支出金 
バランスシートに計上している資産形成に充てられた

支出金を除いた額を計上しています。 
収入項目 

一般財源 

市税の当年度に発生した収入し得る額と、地方交付

税や地方譲与税等の各種交付金の収入額を計上して

います。 
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４ 平成 19 年度行政コスト計算書の分析 

 

（１）目的別行政コストの比較 

 

資料９ 

 

 

（ 単 位 ： 千 円 ）

平 成 1 9年 度 構 成 比 率

2 ,8 2 3 ,3 1 3 1 5 .2 %

4 ,9 2 3 ,5 7 2 2 6 .6 %

1 ,3 3 9 ,7 2 5 7 .2 %

3 ,3 6 2 ,9 2 4 1 8 .2 %

5 0 8 ,3 8 9 2 .7 %

2 ,0 7 2 ,2 3 9 1 1 .2 %

7 8 2 ,4 8 7 4 .2 %

1 ,7 6 3 ,7 2 1 9 .5 %

9 3 8 ,3 7 7 5 %

　 議 会 費 25 9 ,2 3 0 1 .4 %

　 災 害 復 旧 費 4 1 ,9 6 7 0 .2 %

　 公 債 費 （ 利 子 分 の み ） 53 8 ,3 4 5 2 .9 %

　 諸 支 出 金 2 9 ,7 0 3 0 .2 %

　 不 納 欠 損 額 6 9 ,1 3 2 0 .4 %

1 8 ,5 1 4 ,7 4 7 1 0 0 %

　 教 育 費

　 そ の 他

合 計

　 農 林 水 産 業 費

　 商 工 費  ・ 労 働 費

　 土 木 費

　 消 防 費

項 目

　 総 務 費

　 民 生 費

　 衛 生 費

2,823

4,924

1,340

3,363

508

2,072

783

1,764

938
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（２）性質別行政コストの比較 

 

資料１０ 

 

（単位：千円）

平成19年度 構成比率

　人にかかるコスト 4,621,158 25.0%

　人件費 4,200,493 22.7%

　退職給与引当金繰入等 420,665 2.3%

　物にかかるコスト 6,749,450 36.5%

　物件費 2,376,266 12.8%

　維持補修費 148,710 0.8%

　減価償却費 4,224,474 22.8%

　移転支出的なコスト 6,494,695 35.1%

　扶助費 2,123,734 11.5%

　補助費等 1,426,014 7.7%

　繰出金 2,454,782 13.3%

　普通建設事業費（補助金等） 490,165 2.6%

　その他のコスト 649,444 3.5%

　災害復旧費 41,967 0.2%

　公債費（利子分のみ） 538,345 2.9%

　不納欠損費 69,132 0.4%

18,514,747 100%

項目

合計

人件費
22.7%

退職給与
引当金繰入等

2.4%

物件費
12.8%

維持補修費
0.8%

減価償却費
22.8%

扶助費
11.5%

補助費等
7.7%

繰出金
13.3%

普通建設事業費
（補助金等）

6.5%

公債費（利子分のみ）
2.9%

災害復旧費
0.2%

不納欠損費
0.4%
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（３）市民一人当たりの行政コスト 

 

バランスシートの場合と同様に、行政コスト計算書の数値を住民一人あたりのデ

ータとして計算することで、規模の異なる団体との比較も可能となります。 

 

 

資料１１ 

市民一人当たり行政コスト計算書 

 

※ 人口は、平成 20 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口（40,421 人）を使用 

 

 

 

（４）行政コスト対有形固定資産（総資産）比率 

 

「人にかかるコスト」や「物にかかるコスト」の有形固定資産に対する比率をみ

ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか把握ができ、

ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた財源配分を検討する上でも参考とな

ります。 

 

 

資料１２ 

行政コスト対有形固定資産比率 

 

 

（単位：円）

項目 総額 総務費 　民生費 　衛生費 　農林水産 　商工費 　土木費 　消防費 　教育費 　その他

人にかかるコスト 114,326 34,458 21,223 7,147 6,603 2,415 6,289 15,014 15,111 6,067

物にかかるコスト 166,979 28,486 7,562 17,537 47,982 7,196 28,773 2,883 25,420 1,139

移転支出的なコスト 160,677 6,904 93,021 8,460 28,612 2,513 16,206 1,462 3,103 397

その他のコスト 16,067 0 0 0 0 0 0 0 0 16,067

合計 458,049 69,848 121,807 33,144 83,197 12,123 51,267 19,358 43,634 23,669

（単位：千円）

項目 総額 総務費 　民生費 　衛生費 　農林水産 　商工費 　土木費 　消防費 　教育費 　その他
人にかかるコスト
　　　　　　　A

4,621,158 1,392,810 857,871 288,884 266,919 97,600 254,191 606,867 610,785 245,231

物にかかるコスト
　　　　　　　B

6,749,450 1,151,449 305,679 708,882 1,939,489 290,857 1,163,025 116,538 1,027,505 46,026

有形固定資産の額
　　　　　　　C

78,928,473 7,274,612 2,636,917 3,611,968 31,016,913 2,530,331 17,143,141 608,995 13,549,964 555,632

有形固定資産に対す
る人にかかるコストの
割合　　　A/C

5.9% 19.1% 32.5% 8.0% 0.9% 3.9% 1.5% 99.7% 4.5% 44.1%

有形固定資産に対す
る物にかかるコストの
割合　　　B/C

8.6% 15.8% 11.6% 19.6% 6.3% 11.5% 6.8% 19.1% 7.6% 8.3%


